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書式第3号の① (法第44条・51条関係)

認定基準等チェック表  (第 1表 相対値基準口原則用)

ω憲中Q
・ 実績判定期間と|ム 申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前2年 (初回のみ2年、更新は5年)内に終了した各事業年度
のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。

例えば、3月決算法人が令和5年 7月に申請書を提出する場合、過去2年内に事業年度の変更を行つていなければ、実績判定期間
は初めて認定を受ける法人の場合は令和3年 4月 1日から令和5年 3月 31日 (更新時は5事業年度)となります。

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認したら「チェック欄」にチェックを記載してくだ

さい (第 2表以下についても同様です。)。

・ (3こついてはt小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください.

V

法人名 認定勝む‖訴岬口鵬人え酬エコセン舛 実績判定期間 平成 30年 4月 1日 ～令和 5年 3月 31日

1 経常収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合が実績判定期間 (下記注意事項参照)におい

て5分の1(20%)以上であること。

チェブク欄

′

実 績 判 定 期 間

① 23,552,261円

寄 附 金 等 収 入 金 額 (Oの 金 額 ) ② 6,419,4∞ 円

基準となる割合  (②÷①) ③ 27.25%

経 常 収 入 金 額 (0の 金 額 )

総 収 入 金 額 0 232,"3,615円

国の補助金等の金額 C欄に金額の記哉がある場合は、記入不
‐
哺 ⑦ 2“,254,“9円

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ⑫ 4,598,“ 0円

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場矛′合の負i担::金額
O

0円

資産の売却収入で臨時的なものの金額 ② 0円

遺贈により受け入れた寄附金等のうち基準限度超過額に相当する金額 (付表1(相対値

基準。原員!用)に】爾の「()」 )
②

0円

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合計

額が1千円未満のものの額 (付表1(相対値基準・原員!帽)(3鋤
○

0円

寄附者の氏名 (法人の名称)等が明らかでない割付金額 (付表1(相対値基準。原貝:用)

◎岡
②

1田,625円

控

除

金

額

休眠預金等交付金関係助成金 (付表1(相対値基準。原則用)(D師 ② 0円

差引金額 (⑦―④―⑫―○一④―②―③―②―②) 〇 23,5口 ,261円

受入割附金総額 (付表1(相対値基準・原則用)(Э働 ② 3,398,355円

一者当たり基準限度超過額の合計額 (付表1(相対値基準。原員!旧)(0働 ⑫ 0円

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合

計額が1千円未満のものの額 (付表1(相対値基準。原則用)(DD ④
0円

割附者の氏名(法人の名税う等が明らかでない割附金額 (付表1(相対値基準・原則用)

◎働
⑫ 188,625円

控

除

金

額

休眠預金等交付金関係助成金 (付表1鮨対値基準。原則用)(D勤 ② 0円

差引金額 (①―⑫―④―⑫―②) ② 3,2∞,7∞ 円

会費収入 (C欄と付表2(相対値基準用)④欄のうちいずれか少ない翻勤 0 3,209,7Ю 円

国の補助金等の金額 (②欄の金額を限度とする。) ② 0円

合計金額 (②+0+② ② 6,419,4∞ 円



書式第3号の③ (法第44条・51条関係)

受け入れた寄附金の明細表  第1表付表1(相対値基準・原則用)

2

3

法人名 認定特定非営利活動法人 えどがわエコセンター 実績判定期間 平成 30年 4月 1日 ～令和 5年 3月 31日

1 基準限度額の計算

氏名 (法人・ つては か で し

人 に つて | の 及び の住所が ブbヽ

①～③の各欄の「( )」 には、遺贈 (贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。)により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続
人に係る相続の開始があつたことを知った日の翌日から 10月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当腋贈
与者から贈与 (贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます.)により受け入れた寄附金の額を記載してください。

V

V

受 入 寄 附 金 総 額 ④ 3,398,355円

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 ① 0円

基準限度額 (受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10%相当額 ((④ 一③)× 10%))
◎ 339,835円

基準限度額 (受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の50%相 当額 ((④一③)× 50%))
◎ 1,699,177円

①のうち寄附者の氏名 (法人・団体にあつては、その名称)

及 び そ の 住 所 が 明 ら か で な い 寄 附 金 の 額
① 188,625円

寄附金の合計額が 20万円
以上の役員の氏名

役職

①

寄附金額

②
①欄と◎ (特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人については◎)欄
のいずれか少ない金額

①のうち基準限度超過
額 (①一②)

③

な し
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役員等からの寄附金の額が 20万円以上

のものの合計額
①

0円 0円 0円

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人
◎

0円 0円 0円

①欄以外の同
一の者からの

寄附金の額が

1千円以上の

ものの合計額
◎欄以外の者 O

)

3,209,730円

)

3,209,730円

)

0円

同一の者からの寄附金の額が 1千円

未満のものの合計額
①

0円

休眠預金等交付金関係助成金 ①

0円

合  計 (③十⑥十Θ十①+①) ⑭

)

3,209,730円
①

)

0円



書式第3号の⑤ (法第44条・51条関係)

社員から受け入れた会費の明細表  第1表付表2(相対値基準用)

法人名 認定特定非営利活動法人 えどがわエコセンター 実績判定期間 平成 30年 4月 1日 ～令和 5年 3月 31日

社員の会費に関する基準

社員の会費の額を分子に算入する場合は、実績判定期間において、次のイと口の基準を満たす必要

があります。

※ イと口の基準を満たしている場合は、「2 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算」を

行つてください。

2 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算

V

ψ

社 員 の 会 費 の 額 の 合 計 額

共益的活動の割合 (第 2表 ③欄 )

① か ら控除す る金額 (① ×②)

①
7,509,000円

②
0.42%

③
31,537円

④
7,477,463円

↓

第1表 (相対値基準。原則用)の欄又は、
第1表 (相対値基準・小規模法人用)④欄ヘ

基 準 基準を満たしている旨を証する書類の名称とその内容等 判  定

イ

社員の会費の額が合理的な基準に

より定められている

会費規程別表において、社員 (正会員)の年会費を

個人 2,000円 、活動団体 5,000円、営利組織 10,000円

と規定している。

いいえ

ロ

社員 (役員等を除く。)の数が 20人

以上である

社員名簿に 227人登載 (う ち役員 15名 )

※令和 5年 3月 31日 現在
いいえ

差  引  金  額 (① ―③)

(注意事項)

・ 社員の会費に関する基準について確認するため、会則等や社員名簿の提示を求める場合があります。



し

書式第6号の① (法第44条 051条 058条関係)

認定基準等チェック表  (第 2表 )

(注意事項)

③については、小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください.

ψ

法人名 認定特定非営利活動法人 えどがわエコセンター チェック欄

2 実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が50%未満であること

イ 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供 (以下「資産の譲渡等」という。)、 会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動 (資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。)

日 会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動 (会員等に対する資

産の譲渡等を除く。)

(注意事項) 特定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動

二 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動

すべての事業活動に係る金額等 ①

(指標)

188,018,408円

①のうちイ～二の活動に係る金額等 ② 796,122円

O②ヘ

③ 0.429′6

実 績 判 定 期 間

イ

会員等に対する資産の譲渡等の活動 (対価を得ないで行われ

るもの等を除く。)に係る金額等
④

0円

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会

員等である活動に係る金額等
⑥

796,122円

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ◎ 0円

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ① 0円

特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求

める活動に係る金額等
◎

0円

合  計   (0+⑤ +◎+①+◎ ) ① 79Q122円

基準となる割合 (②÷①)

ノ
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書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

∝意1中0
・ 認定基準等チェック表 (第 3現|:よ、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 認定特定非営禾1偏置艦人えどがわエコセンター チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

′

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

0主 2)

各欄D人数等は、第3表付表1『役員の状況」から転記してください。

③及叡Эこついて:よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

③ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
15人 0人 0% 2人 13.3%

各社員の表決権が平等である ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ



V

第3表 (次葉)

∝意中Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽ こしない支出がある場合も、当然:に 「費途が明らかでないもの」があることになり、認1定を受けることはできません。

3

t  ,
｀日′

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

匝コ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

回ヨ

いいえ

Q」当望璽□匡国堕
=堕

堕堕塑聾菫璽壺理型聾堕塾鯉題堕璽堕堕区二望二

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有 。無 有 。無 有・無 有 。無 有 。無 有 。無 有。□

ハ

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③N①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載しまり、

第3表付表1「役員の状況Jを記載して、「①」、「②り及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会員D第○条に『各正会員の表決権:よ 平

等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

口の各欄

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③りから「①」については、イに記載する各期間

(「④」から 5①」)を示したもので九

① 陰計について

…

又は監査

法人の監査を受けている」の 堕墜L
に 壁LLL豊含:こ!』臼日国目豊と透
付してくださL=

② 「帳簿書層の略付け、取引の記録及

d躙輌輌員の保存を青色申告法対こ摯

した場合には、墾墨表付表2[昌慶盤

ittΞとり当E■_止重重≧1∠墨」」lL`玉≦L土塾」ヒ上

じて行つている」C)「はしコ に 「(D」

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③りから「①」については、イに記載する各期間

(「③」から「①」)を示したものです。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第3表付表 1

法人名
認定特定非営利活動法人

えどがわエコセンター
④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請 時

役  員  数 人 人 人 人 人 人 15人

人 人 人 人 人 人 0人

人 人 人 人 人 人 2人

L
▼

日`′

石川 麻美 理 事
令和3年 5月 2日就任

令和5年 5月 27日退任

○ 令和3年 5月

"日

就任池田 進 理事

理事鈴木 弘行 ⌒
∪ 令和3年 5月

"日

就任

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等
③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

就任・退任

年月日

岩瀬 耕二

‐荒木 初美

天沼 浩

田口 功

理事

理事

理事

理事

○

○

○

輔ぶ口甲6月 1日 離

職 2口甲6月 1日離

令和5年 5月 肝』退任

令和4年 5■‖日就任

舗許 5月 25日離

高田 雅之

中山 雄司

深津 郁子

松本 勝義

山谷 裕美子

理事

理事

理事

監事

理事

t-----

○

○

ヽ
フ

ｒ
ヽ

○

令和元年5月 25日就任

1町貪鮮 6月 1日 1‖1

輔 X口「 6月 1日 離

職 I口F8月 1日離

令和5年 5月
『

日退任

輛許 5月 万日難

千倉 嘉一 理事 ○ 令和3年 5脚 日就任

{1)最も人数が多い「親族等」のグラレー

プの人数

{2)最 も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等 のグループの人数



吉野 早苗 理事

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

令和3年 5月 ‖日就任

令和5年 5月 肝日退任

t
▼

ν

山時 求博

島田 久市

青山 やす子

― ‐ ‐ ‐ ― ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
1

徳田、哲也

宇田川晴夫

理事

監事

理事

理事

監事

○

○

○

○

○

令和3年 5月 2日就任

令和3年 5月

"日

就任

令和5年 i月 27日就任

令和5年 5月 27日就任

令和5年 5月 27日就任



書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関Ю

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

ψ

ヽ
V

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわ車 センター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詞帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフト(PCA公益法

人会計)肢朔

ルーズリーフ

都度 10年

現金出納帳

手書帳票

ルーズリーフ
都度 10年

仕訳日記帳

会計ソフト(PCA公益法

人会計)肢i用

ルーズリーフ

都度 10年

給与台帳

給与計算ソフト(やよい給

与計算)使用

ルーズリーフ

月 1回 10年



V

し

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (初葉)

(,蹴申D
・ 『認定基準等チエック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま
せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類〉に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し輌酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績!判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 1実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

′

イ

項 目 ① ⑤ ◎ ① ◎ ① 申言早寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

⌒有
t、リ

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 。無

⌒有
t.1り

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無
⌒

有t、1ッ

ロ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有。無 有。無 有 。無 有。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特明ilの利益の供

与の有無

有。無 有。無 有・無 有・無 有・無 有。無

´

有tL

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特男:|の利益の供与の1有無
有。無 有・無 有 。無 有。無 有・無 有。無

´

有tL
営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。無 有・無 有。無 有。無 有・無 有・無

ハ

有、と

盤



項
口
日 実績判定期間

事 業 費 の 総 額 ① IB,018,4Ю 円

特定非営和括動に係る事業費の額 ② 188,018,408円

物超ブ樺押括動
`暗

l恰 ⑫÷③ ③ 1∞%

ハ

注・「ハ』について、事業費以外の指

標により計算を行う場合に:ム

使用した指標及び単位を配載
してくださしヽ

・損■麟‖劇書により算出した場

合について:ム 配職要傾の注意

事項を日口曰くださしヽ

量些皇笙ユニ

使用した指標 単位

項
日
Ｈ 実績判定期間

受 入 寄 附 金 総 額 ① 3,IЮ ,ま帰円

受入寄附金総額の うち特定非営

利活動に係 る事業費 に充てた額
② aa慇 ,設賜円

受入寄附金の充当割合 (②÷() ③ 1∞%

シ

し

∝意コD
・『認定基準等チェック表 (第 4表 次葉狛 0ヽ改び二)iよ 法第55条第1項に基づく:口類 (役員報酬規程等提出■書Dの提出時に

は記載及び添付の必要はありません。
・「ハ及び二」α〕こついて:よ 小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください.



V

し

書式第11号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する報酬等の状況 第4表付表 1

∝意1中Q
。 「役員等に対する資産の膿濃等の状況等 (第 4表付表 1)」 |よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の
提出時には配載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類|(役員喘□鵬朋國嗜提出書類)に記載した事項につい

て、改めて配職する必要はありません。

法人名 認定特定非営利活動法人 えどがわエコセンター

役員、社員、職員若しく
`は

寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係にある者 (注 1)(以下「役員等」という)に対する報酬又は給与の支給 (実績判定期間及び申請書の提

出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等)について記載してくださし、

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊の関係にあ
る者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

③ ①の者の使用人及び睫用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内
の親″むから受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又はЭに掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述します。

口 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額

集 計 期 間 平成30年 4月 1日 ～令和 5年 9月 19日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 政 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

5人 64,711,476円

氏    名 職 名
法人との関係

(注 2) 区 分

報酬・給与の
支 給 期 間 等 支 給 金 額

給与 平成∞ 年4月 1日 ～平

成 31年 3月 31日

8,398,218円

給与 平成 31年 4月 1日～令

和5年 9月 19日

関,16,駆掲円



▼

し

書式第12号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する資産の譲渡等の状況等 第4表付表2(初葉)

(滋抑
。 「役員等に対する責産の醸濃等の状況等 (第 4表付表 2)」 は、法第55条第1墳に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提

出時には配載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 馬 条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出1響Dに 配載した事項につい

て、添付を省略することができます。

法人名 認定特定非営禾:雌騒力法人 えどがわエコセンター

1 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係 0にある者 (以下「役員等」という)又|ま役員等が支配する法人に対する資産の譲渡等 躾頻判

定期間二び申誼書の提出1週 ≧a塾重:塞奎」菫]輩|!堕2旦」埜Lら」圭董:塾2」星」当
`2旦

主£1三

`二

:2たユ:量笠)について以下
の項目を記載してくださし、

(涸D「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金践その他の財産によつて生計を維持している関係

③ 上記①又|ま2に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている関係

(1)資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

譲  渡

年 月 日
譲 渡 価 _格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

(2).資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
貸 付 資 産 の 内容

貸  付

年 月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

|



▼

t  ′
V

.第 4義そイ
1寸

表2(2欠郵D

∝意中0
,「役員等に対する資産の譲渡等の状況等 (第 4表付表 2)」 lよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出

時には配載及び添付の必要はありません。
,認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

“

条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略すること力で きます。

取 引先 の 氏名 等
法 人 との

関   係
役務の提供の内容

役務の提

伊昨 月日
対価の額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

講座講師料 令和 5年 5

月 12日～

令和 5年9

月 11日

aαЮ円 講師謝金基準に基づく

 講店講 i冊 令和 5年6

月 14日 ～

令和 5年6

月 乏4日

14,ⅨЮ円 講師謝金基準に基づく

講座講師料 令和5年6

月27日
3,αЮ円 講師謝金基準に基づく

講座講師料 令和 5年6

月 26日 ～

令和 5年9

月 2日

1切ⅨЮ円 講師謝金基準に基づく

 講座講師料 令和 5年8

月 4日
6,000円 講師謝金基準に基づく

 顧問報酬等 令和5年 4

月 1日 ～

令和5年 9

月 19日

以Ю,000円 業務委嘱契約に基づく

(3)役務の提供 (施設の利用等を含む。)

2 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項

骸当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。)

理事及び監事は、総会においてえどがわエコセンター正会員の中から選任する。

また、役員の選任にあたり、理事会は、選考委員会において選考された理事候補者を総会に提案する。また、

理事会は、選考委員会において選考された監事候補者を総会に提案する。

3支出した寄附金 傷:塞1登!重:塾1堡|コ|ェ1団:逓1峯:型1塑1型1量:奎蟹:塑:聾:豊1霊1型1彗1型1豊121堕 |≧|コ1董:宣i奎2塁出12旦二重L茎

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し

円

円

円

円

円



ヽノ

し

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係 )

認定基準等チエック表  (第 5表 )

(注意事項) ・

・認定基準等チェック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添
付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は

居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類              .
へ 助成の実績を記載した書類

ノ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10人

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
′

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施 日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第 14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター

ψ

旨

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表 )

(滋1珈③

・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第
'1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出害煩〉に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ③ ◎ ①

有 ・ 無 有、・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ゴ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7詞|は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 征 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 存 ・ 無 有 ・ 無 有

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～ 月 日 設立年月日 年  月  日

征



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 認沿特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック相

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法
人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定
た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁銅以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは曇力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等口 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力国の構成員等鮭2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内1容が法1令1等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (塵

|

定二饉塑塵塁塁型菫撻塑喧コ塵llttZ渥聖日國2」L壼堕1三塁LL』西]圏随圏E畳量豊変二重菫」ヒ塁目璽」Li」饉整[正盟□二I二≦2生L」塑び

1三塵胆圏墨型日聾墨墨
=L菫

ヱ菫担l区』[[1」[量」墜」≧L菫重盤とヨ」Ll上】盪l自」堕L`」 LL三」医」ζ」11]塵璽EEE]11≦ Z≧I111」コユ1」Z□:Lと」Lll」」室立)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいカ カヽこ該当する者の有無

認定特定チ贈

"1膳

動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認1定特

定非営稲 繁 人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しなし渚・の有無

有

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しなし渚の有無
有 温ヽ

ヾソ

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第
"4条

等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国けa当しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有 温ヽ
ヾソ

暴力団の構成員等の有無 有。供)

ItL\ ( い い９

“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

はい

`

しヽＲ

） 定款又は事業計画1書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い

添付

書類

認定、1勧i廊定又は認定の有功瀕]間の更新の申請時に、ニゴ担ヒ」二塁Z重五堕菫墜圏日整窒

`2堕

菫重土豊量」堕L菫饉囲興璧墜
1

「量の生L塑塑L国優置壁憂』盤墨:塑:窒:度巨区堕型:量と豊|コ望I塵:塁:型主」Li里 1睦!理:盆盤:奎:望:」!ヨ:置堕]墜豊空壺週菫ヱ≦塁二___

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

レ`″Э 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 |trr.(

6 次のいずれ力ヽこ該当する法人

暴力団 はいC墾》
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はいく15し 2)

ヽ
口ヽ′

 ヽ ′
V

′



書式第16号 (法第44条 051条 058条関係)

寄附金を充当する予定の事業内容等

法人名 認定柿む‖靱H劉鵬人え場ヤエコセンター

シ

ヽ
V

事   業   名 具 体 的 な 事 業 内 容
実施予定

年  月

実施予

定場所

従事者の

予定人数

受益対象者の

範囲及び予定

人    数

寄附金充 当

予 定 額

環境教育・環境学習の

推進に関すること。

清掃活動や生物調査をとおし

て、自然保全に関する普及啓

発等を実施する。

年2回

程度

葛西海

浜公園

東なぎ

さ

3～6人 清掃活動等に

興味を持つ区

民や法人等

約 1∞ 人 (の

う

&Ю,000円




